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　本研究は、「共生」という用語の持つ「多義性」や「曖昧性」といった特徴に着目し、「共生」という用語の社会的活
用について検討を試みるものである。共生の概念と convivialityや social inclusionといった「共生」や「共生社会」の語
に翻訳される種々の欧米の概念との比較において、共生の概念には「多義的で曖昧」といった特徴がみられた。また、「共
生」という用語の社会政策や企業における使われ方をみてみると、目指すべき社会や企業の姿の提示という形で多く用
いられていたが、そこにはさまざまな内容を伴い、多義性と曖昧性という特徴が活かされていた。さらに、多義性と曖
昧性について、共生の概念の背景にある思想的潮流をみてみると、仏教用語とも関連する日本人の伝統的発想との関連
も認められた。このようなことから、「共生」という用語の多義的で曖昧な社会的活用のされ方は、日本人になじみやすく、
受け入れられやすいものであると考えられた。
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はじめに　
　今日、社会において「共生」という用語は、行政、教育、
企業などにおいて、基本理念や運営理念として盛んに
用いられている。昨今の社会情勢をみると、インクルー
シブ教育の推進、外国人就労の拡大、性的マイノリティ
の人権問題など、「共生」のあり方がいっそう問われる
ものとなっている。そこで、「共生」の用語の社会的活
用について整理していくことが必要であると考え、検討
を行った。

１ ．多義性と曖昧性
　「共生」の語は、外国語には馴染みにくいようである。
たとえば、語源である 1）生物学の symbiosis の他にも、
社会科学の分野においては living together、coexistence、
conviviality などと表現されたりする 2）。また共生とは、
異なるもの同士の関係性ともいえるが、こうした関係性
に着目した欧米の概念に social inclusion（社会的包摂）、
social cohesion（社会的凝集性）、social capital（社会関係
資本）などがみられ 3）、他に multiculturalism（多文化共生）
や cosmopolitanism（世界市民主義）なども共生の意味
で使われることのある用語として挙げることができる
4）。
　social inclusion とは、1980 年代から 90 年代にかけて
ヨーロッパにおいて普及した概念である。第二次大戦
後、人々の生活保障は福祉国家の拡大によって追求され
てきたが、1970 年代以降の低成長期において、失業と
不安定雇用の拡大に伴って若年者や移民などが福祉国
家の基本的な諸制度（失業保険、健康保険等）から漏れ
落ち、様々な不利な条件が重なって生活の基礎的なニー

ズが欠如するとともに、社会的な参加やつながりも絶た
れるという「新たな貧困」が拡大した。このように問題
が複合的に重なり合い、社会の諸活動への参加が阻まれ
社会の周縁部に押しやられている状態、あるいはその動
態を social exclusion（社会的排除）と規定し、これに対
応して社会参加を促し、保障する諸政策を貫く理念とし
て social inclusion が用いられるようになった 5）。
　また、social cohesion とは、集団内の成員を引き止め
るように作用する全体的場の力のことで、集団がそのメ
ンバーを引きつけ、まとめあげていく魅力といったもの
を指すとされる 6）。
　続いて social capital とは、「信頼」、「社会規範」、「ネッ
トワーク」といった人々の協調行動の活発化により、社
会の効率性を高めることができる社会組織に特徴的な
資本を意味し、従来の物的資本、人的資本などとならぶ
新しい概念である。政治学者のロバート・パットナム
が、イタリア北部の都市の方が南部の都市に比べて行政
サービスに対する市民の満足度が高く、その背景として
social capital の存在を指摘したことによるとされる 7）。
　社会学者の武谷嘉之は、「共生」の語は英語表記です
ら意見が分かれる状況であり、たとえば 2005 年に設立
された「共生社会システム学会」の英語表記が「The 
Association for Kyosei Studies」のように日本語がそのま
ま使われており、また、生物学用語の symbiosis は共生
と訳すが、共生は symbiosis と訳せないという状況は、
日本では「共生」に symbiosis 以外の意味を強く含ませ
ていることの象徴だとしている 8）。
　さらに、「共生社会論」は social inclusion と高い親和
性を持っているとしたうえで、日本において共生が社会
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学者や政策担当者を超えて広く関心を引いている理由
は social inclusion 以上のイメージを共生に持っているか
らだとし、こうしたことを理由に共生の概念に日本の独
自性の強いことを説いている 9）。
　ここで、図 1 をみながら共生の概念の射程範囲を確
認しておきたい。たとえば、先に挙げた欧米の social 
inclusion や social cohesion といった概念は、この図では

「人間の共生」や「社会システム」、「地域共生」を中心
とする概念となり、social capital はこれに「経済システ
ム」を加えた範囲を中心とする概念になると考えられ
る。また、multiculturalism は「外国人」や「国家や世界
のボーダレス化、グローバル化」を中心とする概念とな
り、cosmopolitanism は「世界」を中心とする範囲の概
念として考えられる。

　このように、「共生」や「共生社会」と訳される欧米
の概念は「共生」の関連領域の一部を担うものであるの
に対し、日本発の「共生」の概念はこの図のすべての領
域が射程範囲といえる。
　日本学術会議は、こうした共生の概念の持つ射程範囲
の広さに関して「広範に使用されているにしてはその意
味が自覚的に検討されているとは言い難い」と述べてい
る 10）。
　また、社会学者の武川正吾も「共生社会」という考え
方が日本で定着した背景について、「共生」の語が役所
の名前や政党のスローガン、さらには内閣府が青少年や
障害者やジェンダーなどに関して省庁横断的に様々な
政策を束ねるための用語として使われたことなどを挙
げたうえで、「共生社会」の「マイルドさというか、毒
のなさというのがあるのではないか」と指摘している
11）。
　さらに武谷は、「共生を分解すれば『共』『生き』であり、
非常にわかりやすくストレートなメッセージ性を持つ。

つまり、『共に生きる』ということである。現代日本で
暮らす人々の中で、『共に生きる』というメッセージに
対して、公然と反論できる人はほとんどいないのではな
いか。この点で共生は隣接する他の現代日本社会に対す
る異議申し立ての用語、『多文化主義』『ゆとり』『脱市場』
などと比べて優位性を持つ。しかしこの優位性はこの言
葉の持つ弱点と表裏一体である。共生は多くの人が反感
を持たない多様な内容を含むが、それは即ち具体的に何
者を示すのかわからない、玉虫色の解釈を可能にする言
葉であることを意味する」と述べ 12）、「共生」の語の持
つ概念の多様さと曖昧さが長所であると同時に短所で
もあると説いている。

２ ．社会政策における「共生」という用語の活用
（１）社会政策と新しい社会理念
　日本における現在の共生に関する社会政策をみてみ
ると、内閣府は共生社会政策担当を置いて、「子供・若
者育成支援」、「青少年有害環境対策」、「青年国際交流」、

「子供の貧困対策」、「高齢社会対策」、「障害者施策」、「バ
リアフリー・ユニバーサルデザイン推進」、「交通安全
対策」など、さまざまな取り組みを行っている。また、
同じく内閣府に男女共同参画局が設けられ、男女の共生
社会政策についても推進が図られている。
　厚生労働省は「地域共生社会」の実現を掲げて、2016
年に閣議決定されたあらゆる場で誰もが活躍できる全
員参加型の社会を目指す「ニッポン一億総活躍プラン」
や、2017 年に「我が事・丸ごと」地域共生社会実現本
部が決定した「『地域共生社会』の実現に向けて（当面
の改革工程）」にもとづいて、その具体化に向けた改革
を進めている 13）。
　また、文部科学省も 2012 年の中央教育審議会の初等
中等教育分科会報告「共生社会の形成に向けたインク
ルーシブ教育システム構築のための特別支援教育の推
進」にもとづき、インクルーシブ教育システムの構築に
取り組んでいる。
　ところで、ここ数十年の間に広まった新しい社会理念
は多くあり、それらには社会政策に用いられ大きく社会
に影響を与えているものも少なくない。以下にいくつか
の例を示してみる。
　1950 年代にデンマークで提唱された、「障害のあるな
しにかかわらず、地域において、ごく普通の生活をし
ていけるような社会をつくっていくこと」とされるノー
マライゼーションの理念は 14）、日本においては 1981 年
の国際障害者年をきっかけに認知され始めた。
　また、「医学的技術等を用いて身体の機能回復を行う
というような狭い意味ではなく、人権の視点に立って
障害者の可能な限りの自立と社会参加を促進すること」
とされるリハビリテーションの理念は 15）、すでに 1940
年代には欧米で確立していたが、こちらも 1980 年代に
WHO（世界保健機関）や国際障害者世界行動計画によっ
て定義づけが行われたことで世界的に広まった。
　これらの理念は内閣府による「障害者施策に関する新

 
 
 
 
 
 
 
 
 

図１ 共生をめぐる関連図 
出典：三重野卓（2004）「生活の質」と共生．

白桃書房，p185．

図 １ 共生をめぐる関連図
出典：三重野卓（2004）「 生活の質」と共生．
　　　　　　　　　　　  白桃書房，p185．
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長期計画」（第 1 次計画、1993 ～ 2002 年度）における
重点施策実施計画「障害者プラン」（1996 ～ 2002 年度）
の基本理念となる。そして、そこでは①地域で生活する
ために、②社会的自立の促進、③バリアフリー化の促
進、④生活の質（QOL）の向上、⑤安全な暮らしを確保、
⑥心のバリアを取り除くために、⑦我が国にふさわしい
国際協力・国際交流といった、ノーマライゼーションの
理念に沿った 7 つの視点が設けられた 16）。
　また、ソーシャル・インクルージョンの理念について
は先に触れたが、「インクルージョン」という言葉は本
来「包含、包み込むこと」を意味し、教育及び福祉の領
域においては「障害があっても地域で地域の資源を利用
し、市民が包み込んだ共生社会を目指す」という理念と
してとらえられている 17）。
　このインクルージョンの理念が注目された契機とし
て、1994 年にスペインのサラマンカで開催されたユネ
スコの「特別ニーズ教育世界会議」で採択し宣言された

「サラマンカ声明」によるところが大きい。この声明で
は教育は障害児を含むすべての子どもたちの基本的権
利であると認めている。そして、教育制度をインクルー
シブなものとし、すべての児童の多様性を考慮して策定
することを求めている。この声明を背景に、2006 年に
採択された障害者権利条約ではインクルーシブ教育が
保障された。
　2007 年に障害者権利条約に署名（批准は 2014 年）し
たわが国は、先に触れた 2012 年の中央教育審議会の初
等中等教育分科会報告「共生社会の形成に向けたインク
ルーシブ教育システム構築のための特別支援教育の推
進」において、①（共生社会の形成に向けた）特別支援
教育の推進、②就学先決定等に関わる支援、③合理的配
慮および基礎的環境整備、④多様な学びの場の整備と学
校間連携等の推進、⑤特別支援教育を充実させるための
教職員の専門性向上等といった、インクルージョンの理
念に沿って行うべき 5 点を挙げ 18）、大きな改革に取り
組んでいる。

（２）共生の理念に近接する社会理念
　内閣府による「障害者基本計画」（第 2 次計画、2003
～ 2012 年度）には、わが国の障害者施策は「ノーマラ
イゼーション」と「リハビリテーションの理念」のもと
に推進されてきたとあるが 19）、ここで「目指すべき社会」
として「共生社会」の文言が掲げられている 20）。
　また、中央教育審議会の初等中等教育分科会報告「共
生社会の形成に向けたインクルーシブ教育システム構
築のための特別支援教育の推進」がインクルージョンの
理念のもとに進められていることについては前項でみ
たところであるが、ここで、特別支援教育の推進は「共
生社会の形成に向けて」のものであるとされ 21）、報告
のタイトルにもその文言が示されている。
　2012 年に成立した「障害者総合支援法」22）には、
2011 年に成立した「改正障害者基本法」23）を踏まえて
新たな基本理念が盛り込まれた。これらの法律は障害者

権利条約の批准に向けて整備された国内法にあたるが、
それらの理念の詳細をみていくと興味深い。
　たとえば、障害者総合支援法の基本理念をみてみる
と、

①障害者及び障害児が日常生活又は社会生活を営む
ための支援は、全ての国民が、障害の有無にかかわ
らず、等しく基本的人権を享有するかけがえのない
個人として尊重されるものであるとの理念にのっ
とり、

②全ての国民が、障害の有無によって分け隔てられる
ことなく、相互に人格と個性を尊重し合いながら共
生する社会を実現するため、

③全ての障害者及び障害児が可能な限りその身近な
場所において必要な日常生活又は社会生活を営む
ための支援を受けられることにより、

④社会参加の機会が確保されること及び、
⑤どこで誰と生活するかについての選択の機会が確

保され地域社会において他の人々と共生すること
を妨げられないこと、並びに

⑥障害者及び障害児にとって日常生活又は社会生活
を営む上で障壁となるような社会における事物、制
度、慣行、観念その他一切のものの除去に資するこ
とを旨として、総合的かつ計画的に行わなければな
らない。

とある 24）。ここでは、まず①の基本的人権が前提とし
てあり、続いて障害者権利条約の内容に含まれる③のイ
ンクルージョンの理念、④の社会参加の機会、⑤の選択
の機会、⑥の社会的障壁の除去、と多様な理念がみられ
る。そして、それらは②の「共生社会実現」のための理
念として用いられている。
　このように、共生社会政策の理念としてノーマライ
ゼーションやリハビリテーションの理念、あるいはイン
クルージョンといった共生の理念に近接する社会理念
がしばしば用いられる。そして、それらは「共生社会」
という「目指すべき社会」の下位理念という形で活用さ
れている。また、そうした下位の理念には、前項でもみ
たように具体的な政策内容を伴っているのが分かる。

３ ．企業における「共生」という用語の活用
　企業においても共生という用語は経営の基本理念と
して多く用いられ、経営学者の宮川清が国内企業に対し
て行った調査では、企業理念や社是・社訓等の内容に「社
会との共生」が 74％もの企業にみられた 25）。
　また、日米欧間の経済社会関係の健全な発展をめざ
して 1986 年に創設された「経済人コー円卓会議（CRT: 
Caux Round Table）」が策定した「企業の行動指針」にあ
るように、共生の理念が国際的な経済活動における行動
規範として用いられている例もある 26）。
　企業での用いられ方をいくつかみてみると、たとえば
創業 51 年目の 1988 年に「共生」を企業理念とした 27）

「キャノン」は、「私たちは、この理念のもと、文化、習慣、
言語、民族などの違いを問わず、すべての人類が末永く
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共に生き、共に働き、幸せに暮らしていける社会をめざ
します」とし、共生の対象としては、顧客、地域社会、国、
それから地球や自然を挙げている 28）。
　また、1988 年設立の生活協同組合である「グリーン
コープ（生活協同組合グリーンコープ生活協同組合連合
会）」は、設立当初より「共生」を基本理念に掲げ、「そ
れぞれに生かし生かされ、支え合って共に生きる『四つ
の共生』。この理念がいつもグリーンコープのバックグ
ラウンドにあります」としている。ここにある「四つの
共生」とは「自然と人」、「南と北」、「女と男」、「人と人」
であり、リユース、民衆交易、子育て応援、ワーカーズ・
コレクティブや福祉活動組合員基金などの取り組みが
なされている 29）。
　このように、企業理念における共生理念にも広い共生
の対象範囲と多くの意味を持つことをみることができ
る。
　以上、社会政策と企業における共生という用語の活用
をみてみると、社会福祉学者の三谷嘉明が人間社会にお
いて広く「共生」が論議されていることを挙げたうえで、

「それだけに、広範囲・多様に論議される『共生』の概
念はその定義が多義的・曖昧なだけに、かえってあら
ゆる思想を結集させる力がある」と指摘するように 30）、
共生の概念の「多義的で曖昧」という特徴が活かされて
いるといえる。

４ ．「共生の思想」における多義性と曖昧性
（１）共生の概念の背景にある思想的潮流
　実は日本において「共生」は仏教用語としての意味
あいも持つ。浄土宗の僧侶であり仏教学者の椎尾弁匡
が 1922 年に仏教運動として共生運動を始める際に用い
た造語とされ 31）、椎尾はそれを「ともいき」と呼んだが、
現代用語としての「共生」の語源ともいわれる 32）。そ
して 1987 年、椎尾に影響を受けた建築家であり思想家
の黒川紀章が『共生の思想』を著したことが一般的な用
語としてさらに広まるきっかけとなる 33）。
　その黒川は「共生の思想」について、「仏教思想を含
みながらも、はるかに広い世界の領域へと拡大された新
しい思想と考えている。むろん生物学でいう共棲（共生）
と同じではない。それに、仏教思想にルーツがあるとし
ても、仏教は決して排他的な宗教ではなく、あらゆる日
本文化の形成の過程で日本的な生活の様式、美意識の
なかに同化されてきた。（中略）共生の思想には日本文
化の伝統的発想や伝統的な美意識が深く関連している」
と述べている 34）。

（２）「共生の思想」における多義性と曖昧性
　黒川は日本文化の中にみられる「共生の思想」につな
がる性格として、「分離主義と二元論を包み込む視点」、

「曖昧性と両義性」、「中間領域」という三点を指摘する
35）。そして、分離主義 36）や二元論の発想ではそれぞれ
の部分の機能が分離され、部分と部分との間（中間領域）
にある相互間の補いあう関係が軽視されるとした 37）。

　たとえば、これまで社会の工業化と近代化を推し進め
てきた精神的な支柱はヨーロッパの合理主義精神であ
る。また、その合理主義精神の拠って立つところには二
項対立にもとづく二元論がある。けれども、この二元論
はすでに行きづまりをみせており、「精神と肉体」、「芸
術と科学」、「人間と機械」、「感性と悟性」という両極を
追究しつつ、両者の間に深い断層が生まれていると黒川
は説く 38）。そのことにより、存在そのものが本来有し
ている両義的で未分化（曖昧）な本質が見失われること
になる。しかし、日本文化にはそれらとは異なる要素が
みられるというのである 39）。
　黒川が「共生の思想」の鍵となる概念と捉えたのは「中
間領域」と「曖昧性」であった 40）。現実に対立を含ん
だままで両者の共生関係をつくり出そうとするために
は、その間に対立を緩和させる緩衝地帯が必要になる。
黒川はそのような中間の緩衝地帯を、常に変化する流動
的な関係が成り立つ領域という意味で「中間領域」と名
づけている 41）。
　「共生」の理念を考えていく上でも、この中間領域と
曖昧性の概念は極めて重要な意味を持つ。黒川は、これ
らの概念は対立する二項を共生させるための間の役割、
すなわち調整機能として働くと説いている 42）。
　はじめに示したように、共生の在り方がいっそう問わ
れる今日の社会において、その調整機能はいっそう必要
になると考えられる。また、これらの概念は日本文化の
伝統的発想と深く関連しているが故に、日本社会に受け
入れられやすいと考えられる。

おわりに
　今後、「共生」の理念の重要さは増していく。多義性
と曖昧性は短所もあるが、社会的活用の上では長所が上
回っていると考えられる。筆者らとしては日本文化の伝
統的発想とのつながりを更に検討し、日本文化、日本社
会と「共生」の理念の親和性の根幹を明らかにすること
が「共生」の理念を社会の発展に活用していくために必
要なことと考えている。
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